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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期
第３四半期
連結累計期間

第40期
第３四半期
連結累計期間

第39期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年12月31日

自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高　　　　　　　　　　　　（百万円） 26,534 31,268 46,884

経常利益　　　　　　　　　　　（百万円） 1,859 1,983 5,525

四半期（当期）純利益　　　　　（百万円） 1,751 1,740 5,083

四半期包括利益又は包括利益　　（百万円） 1,750 1,741 5,086

純資産額　　　　　　　　　　　（百万円） 15,025 19,237 18,361

総資産額　　　　　　　　　　　（百万円） 57,505 66,478 61,054

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 59.31 54.71 168.14　

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額　　　　　　　　（円）
－ － －

自己資本比率　　　　　　　　　　　（％） 26.1 28.9 30.1

　

回次
第39期
第３四半期
連結会計期間

第40期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成22年10月１日
至平成22年12月31日

自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 7.71 33.08

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第39期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。なお、第２四半期連結会計期間において、株式会社タカラライブネット（不動産販売事業及びその

他事業）の全株式を売却したため、関係会社ではなくなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(１）経営成績・財政状態の分析

①　事業別の業績

　当社グループの平成24年３月期第３四半期連結累計期間における不動産販売事業においては、新築分譲マン

ション事業、戸建分譲事業、リニューアル及びリセール事業等により、当事業売上高は27,599百万円（前年同四半

期比20.6％増）となっております。

　不動産賃貸事業においては、賃貸マンション、その他事務所及び店舗等の賃貸収入により、当事業売上高は1,065

百万円（前年同四半期比0.6％減）となっております。

　不動産管理事業においては、管理戸数27,892戸からの管理収入により、当事業売上高は1,692百万円（前年同四

半期比6.6％増）となっております。

　その他事業においては、不動産販売代理受託手数料及び修繕工事の受注による収入等により、当事業売上高は

910百万円（前年同四半期比7.5％減）となっております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高31,268百万円（前年同四半期比17.8％増）、営業利益

2,614百万円（前年同四半期比8.3％減）、経常利益1,983百万円（前年同四半期比6.7％増）、四半期純利益1,740

百万円（前年同四半期比0.6％減）となっております。

　

②　財政状態の分析

　当社グループの当第３四半期連結会計期間末の資産、負債及び純資産の状況は、新規仕入れに伴うたな卸資産

の増加等により、総資産は66,478百万円と前連結会計年度末に比べ5,424百万円増加しております。

　　

（流動資産）

　新規仕入れによるたな卸資産の増加等により、流動資産は46,996百万円と前連結会計年度末に比べ5,068百万

円増加しております。

　

（固定資産）

　事業用資産を購入したこと等により、固定資産は19,482百万円と前連結会計年度末に比べ356百万円増加して

おります。

　

（流動負債）

　契約進捗による前受金の増加及び短期借入金の増加等により、流動負債は33,964百万円と前連結会計年度末に

比べ5,813百万円増加しております。

　

（固定負債）

　借入金の長短区分の振替等により、固定負債は13,276百万円と前連結会計年度末に比べ1,265百万円減少して

おります。

　

（純資産）

　四半期純利益の積み上げ等が、自己株式の取得及び剰余金の配当を上回った結果、純資産の合計は19,237百万

円と前連結会計年度末に比べ876百万円増加しております。
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（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（３）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

（４）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループの主力であります分譲マンション事業は、購入者マインド及び供給者の供給動向に左右される傾

向があります。購入者マインドは、景気動向、金利動向、住宅税制、消費税、地価動向等の影響を受け、また、供給者

の供給動向は、土地の仕入代、ゼネコン等外注業者の外注価格の変動、外注業者の破綻、金融動向の影響を受けや

すいことから、これらの動向が変動した場合には、経営成績に重要な影響を与える可能性があります。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 62,000,000

計 62,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 33,386,070 33,386,070
東京証券取引所

(市場第一部) 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。

計 33,386,070 33,386,070 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年10月１日～

平成23年12月31日　
－ 33,386,070 － 4,819 － 4,817

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数 (株) 議決権の数 (個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,915,200 －

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式であ

り、単元株式数は100株でありま

す。

完全議決権株式(その他) 普通株式 31,468,700 314,687 同上

単元未満株式 普通株式 2,170 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 33,386,070 － －

総株主の議決権 － 314,687 －

　(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。また、「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数(株)
他人名義

所有株式数(株)
所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数の割合

（％）

㈱タカラレーベン
東京都新宿区西新宿

二丁目６番１号
1,915,200 － 1,915,200 5.73

計 ― 1,915,200 － 1,915,200 5.73

　(注)　当第３四半期会計期間末現在の実質所有状況を確認できております自己株式数は2,339,600株であります。

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,414 9,824

受取手形及び売掛金 416 461

販売用不動産 ※1
 5,259

※1
 4,107

仕掛販売用不動産 ※1
 23,575 29,422

その他 3,301 3,224

貸倒引当金 △38 △44

流動資産合計 41,928 46,996

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 4,654

※1
 4,578

土地 ※1
 13,259

※1
 13,670

その他（純額） 38 73

有形固定資産合計 17,951 18,322

無形固定資産 484 457

投資その他の資産

その他 915 917

貸倒引当金 △225 △215

投資その他の資産合計 689 702

固定資産合計 19,126 19,482

資産合計 61,054 66,478

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,785 4,215

短期借入金 3,720 5,916

1年内返済予定の長期借入金 16,960 18,749

未払法人税等 93 61

引当金 176 102

その他 3,416 4,918

流動負債合計 28,151 33,964

固定負債

長期借入金 13,669 12,258

引当金 231 246

その他 640 770

固定負債合計 14,541 13,276

負債合計 42,692 47,240
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,819 4,819

資本剰余金 4,949 4,949

利益剰余金 9,905 11,325

自己株式 △1,295 △1,839

株主資本合計 18,380 19,255

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △18 △17

その他の包括利益累計額合計 △18 △17

純資産合計 18,361 19,237

負債純資産合計 61,054 66,478
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 26,534 31,268

売上原価 18,780 23,210

売上総利益 7,753 8,057

販売費及び一般管理費 4,904 5,442

営業利益 2,849 2,614

営業外収益

受取利息 11 4

受取配当金 3 3

受取手数料 43 54

持分法による投資利益 2 29

雑収入 14 32

営業外収益合計 74 124

営業外費用

支払利息 917 731

株式交付費 126 －

雑損失 20 23

営業外費用合計 1,065 755

経常利益 1,859 1,983

特別利益

貸倒引当金戻入額 17 －

賞与引当金戻入額 5 －

過年度損益修正益 49 －

匿名組合清算益 1 －

その他 0 －

特別利益合計 75 －

特別損失

子会社株式売却損 － 49

固定資産除却損 3 6

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 10 －

出資金評価損 0 －

減損損失 78 －

事業所移転費用 0 －

投資有価証券評価損 8 3

投資有価証券売却損 2 －

過年度税金 32 －

その他 0 －

特別損失合計 135 59

税金等調整前四半期純利益 1,799 1,924

法人税、住民税及び事業税 83 119

法人税等還付税額 △12 －

法人税等調整額 △23 64

法人税等合計 47 184

少数株主損益調整前四半期純利益 1,751 1,740

四半期純利益 1,751 1,740
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,751 1,740

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △0 0

その他の包括利益合計 △0 0

四半期包括利益 1,750 1,741

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,750 1,741
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（連結の範囲の変更）

　　第２四半期連結会計期間において、株式会社タカラライブネット（現社名株式会社ライブネットホーム）の

　全株式を売却したことにより、連結の範囲から除外しております。　

　　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

　び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の

　訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成23年12月31日）

※１ 保有不動産の一部を開発及び賃貸から転売へ保

有目的を変更したことに伴い、当連結会計年度にお

いて建物及び構築物911百万円、土地1,987百万円を

販売用不動産及び仕掛販売用不動産に振替えてお

ります。

※１ 保有不動産の一部を開発及び賃貸から転売へ保

有目的を変更したことに伴い、当第３四半期連結累

計期間において建物及び構築物19百万円、土地13百

万円を販売用不動産に振替えております。

 ２  偶発債務(保証債務)

連結子会社以外の取引会社等の金融機関等からの

借入金に対する保証債務

 ２  偶発債務(保証債務)

連結子会社以外の取引会社等の金融機関等からの

借入金に対する保証債務

顧客住宅ローンに関する抵当

権設定登記完了までの金融機

関等に対する連帯保証債務

2,665百万円

株式会社 アルカ 　 49       　　

計  2,714

顧客住宅ローンに関する抵当

権設定登記完了までの金融機

関等に対する連帯保証債務

346百万円

株式会社アルカ  41

計  387

３　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため金融機関８社と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これら契約に基

づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のと

おりです。

３　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため金融機関７社と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これら契約に基

づく当第３四半期連結会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりです。

当座貸越極度限度額及び

貸出コミットメントの総額
7,602百万円

借入実行残高  3,983

差引額  3,619

当座貸越極度限度額及び

貸出コミットメントの総額
7,414百万円

借入実行残高  4,234

差引額  3,180
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費 286百万円 234百万円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

１．配当に関する事項

　　　配当金支払額　

　

　

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月22日

定時株主総会　
普通株式 33　 2　 平成22年３月31日平成22年６月23日利益剰余金

平成22年10月25日

取締役会　
普通株式 97　 3　 平成22年９月30日平成22年12月７日利益剰余金

　

２．株主資本の金額の著しい変動

　　当社グループは、平成22年４月１日に新株予約権無償割当ての方法により発行いたしました第１回新株予約

　権の行使期間が、平成22年５月31日に終了し払込みを受けました。この結果、第１四半期連結会計期間におい

　て資本金が2,376百万円、資本剰余金が2,376百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において資本金が

　4,819百万円、資本剰余金が4,949百万円となっております。　

　　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

　１．配当に関する事項

　　　配当金支払額　

　

　

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月21日

定時株主総会　
普通株式 194 6 平成23年３月31日平成23年６月22日利益剰余金

平成23年10月24日

取締役会　
普通株式 126 4 平成23年９月30日平成23年12月６日利益剰余金

　

２．株主資本の金額の著しい変動

　　当社は、第３四半期連結累計期間において、平成23年７月25日開催の取締役会決議に基づき、自己株式

　を1,356,900株、544百万円取得いたしました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末における自己株式は2,339,671株、1,839百万円となっております。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

 （単位：百万円）

　

　

報告セグメント
その他

（注）　
合計不動産販売

事業

不動産賃貸

事業　

不動産管理

事業
計

売上高

　外部顧客への売上高

　セグメント間の内部売

上高又は振替高　

　22,890

　－

　1,072

　6

　1,587

　10

　25,550

　16

　984

　235

　26,534

　252

　計 　22,890　　1,078　　1,598　25,566　1,220　26,787

セグメント利益 　　2,217 　　359 　　187 　　2,764 　　97 　2,861

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、分譲マンションの販売

に伴うオプション工事事業、不動産販売代理受託事業等を含んでおります。

　

　２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）　

 （単位：百万円）

利益　 金額　

　報告セグメント計

　「その他」の区分の利益

　セグメント間取引消去

2,764　

97　

△12

　四半期連結損益計算書の営業利益 2,849
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

 （単位：百万円）

　

　

報告セグメント
その他

（注）　
合計不動産販売

事業

不動産賃貸

事業　

不動産管理

事業
計

売上高

　外部顧客への売上高

　セグメント間の内部売

上高又は振替高　

　27,599

　64

　1,065

　8

　1,692

　7

30,357

80

　910

　98

31,268

　178

　計 　27,663　　1,074　　1,699 30,437　1,00931,446

セグメント利益 　　1,674 　　463 　　163 　2,301 　153 　2,454

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産販売代理受託事

業、修繕工事事業等を含んでおります。

　

　２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）　

 （単位：百万円）

利益　 金額　

　報告セグメント計

　「その他」の区分の利益

　セグメント間取引消去

2,301　

153　

159

　四半期連結損益計算書の営業利益 2,614

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 59円31銭 54円71銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額　　　　　　　　　（百万円） 1,751 1,740

普通株主に帰属しない金額　　　　　（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額　　（百万円） 1,751 1,740

普通株式の期中平均株式数　　　　　　（千株） 29,527 31,812

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

（１）平成23年10月24日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。　

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・126百万円　　

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・４円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成23年12月６日　

（注）　平成23年9月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。

　

（２）訴訟

当社は、平成22年６月28日付にて、株式会社整理回収機構より、474百万円の保証債務履行請求訴訟を提起されて

おります。

当該訴訟の内容は、昭和53年に締結した「提携長期住宅ローンに関する協定書」に基づき、金銭消費貸借契約15

件（昭和55年から平成７年まで）について、保証債務の履行等を求められているものであります。

当社といたしましては、履行すべき保証債務は存在しないものと認識しており、裁判において正当性を主張して

争う方針であります。なお、この訴訟の結果につきましては、現時点で予測することはできません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月９日

株式会社タカラレーベン

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柳下　敏男　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　秀彰　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タカラ

レーベンの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タカラレーベン及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）　１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　２.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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